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欧米並みの断熱性能で建てられた山形エコタウン。冷暖房費は従来基準の断熱住宅の半分ほどで済む（5月、山形市）
脱炭素社会に向けて、住宅のエネルギー消費を減らす建築物省エネ法改正案が国会で審議されています。住宅の脱炭素のカギを握るのが断熱です。窓を二重にしたり壁に断熱材を入れたりして暖かくする断熱住宅は、省エネだけでなく、健康増進や産業振興にも役立ちます。

日本の二酸化炭素（CO2）排出量のうち、家庭部門は1割強を占めます。脱炭素というと太陽光発電などの再生可能エネルギーに目が向きがちですが、そもそも断熱した暖かい家に住めば、エネルギー消費量や電気料金を減らせます。

断熱性能を示す等級は、これまで最も低い等級1から最も高い等級4までの4段階でした。国は断熱性能を引き上げるため、4月に等級5を設け、10月にはさらに上の等級6と等級7を新設します。


断熱性能が上がるとエネルギー消費はどのくらい減るのでしょうか。等級4に比べた削減率は等級5が2割、等級6は3割、等級7は4割といわれます。

法改正で等級4の断熱性能を新築住宅などに2025年度から義務付けます。最高だった等級4は最低ラインになります。欧米はすでに義務付けている国が多く、日本も遅ればせながら義務化に踏み切ります。

ただ欧米の断熱性能は等級6に近く、日本はまだ緩い水準です。住宅の断熱に詳しい東北芸術工科大学の竹内昌義教授は「等級6の断熱住宅に5㌔㍗の太陽光発電を備えると、CO2の排出量が実質ゼロになる。脱炭素をめざすには等級6への引き上げが必要だ」と話しています。

鳥取県などは国より先に等級5、6、7に相当する基準を作り、断熱住宅の普及を支援し始めました。これは断熱住宅が地域づくりにとって重要な意味を持っているためです。

一つは健康面です。家が寒いため、風呂から上がって倒れるヒートショックで亡くなる人は年間1万9000人ほどにも上るとされます。暖かい断熱住宅ならこうした健康被害を減らせるでしょう。

住宅は気候風土の影響が大きいため、住宅産業は地域に根付き裾野も広いのが特徴です。断熱化で付加価値の高い住宅をつくることは、地域経済の生産性向上につながります。

地域の所得流出に占める割合が大きいのがエネルギー関連支出です。断熱で消費量が減れば、再生可能エネルギーの地産地消で賄える余地が広がります。お金が域内で回る循環型経済に近づき、地域の持続可能性が高まるでしょう。

ロシアのウクライナ侵攻などによる資源高騰で電気料金は上昇しています。次の冬は電力需給が逼迫し、さらに電気代がかさむことが想定されます。竹内さんは「できるだけエネルギーを使わない生活へと、考え方を転換することが大切だ。次の冬はその転機になる」と話しています。

◇   ◇   ◇

■東北芸術工科大学の竹内昌義教授「地域の持続可能性向上にも効果」

住宅の断熱について、建築家で東北芸術工科大学教授の竹内昌義さんに聞きました。――住宅の断熱が大切なのはなぜですか。

「2つある。まず健康になる。日本の家は寒い。ヒートショックで亡くなる方は、救急車の緊急搬送数から推計すると年間約1万9000人もいる。冷え性も家が寒いのが原因だ。結露によるぜんそくなどの疾患もある」

「もう一つが脱炭素だ。日本の二酸化炭素（CO2）排出量の3割は建築物から出ている。エネルギーの消費を減らすうえで、今ある技術ですぐにできることの一つだ。自分たちの暮らしで脱炭素に向けた取り組みとして一番効果的にできる」

――住宅の断熱はどのようにすればよいですか。

「断熱に一番効くのは窓だ。すべての窓に内窓を付けると大分変わる。寒いのは水回り。例えば、風呂場は窓と壁を断熱にしてユニットバスにするのがよい。大きな家に高齢の方が2人で住んでいるなら、今、使っている部屋から断熱にするなど、できるところから始めるのでもよい」

「ワークショップでは、障子の断熱を勧めている。2枚の障子の間にプラスチックの板と桟を入れると、空気層ができて断熱効果が高まる。これなら日本家屋でもできる。日本家屋ですべての部屋を断熱にするのは大変だが、主な部屋の障子、天井、床を断熱にすればかなり違う」

――新築で断熱住宅にすると建築コストはどのくらい上がりますか。

「東京のような比較的暖かい地域で、国の省エネ基準の等級4を欧米並みの等級6にするには、アルミサッシの窓をすべて樹脂サッシのペアガラスの窓にすればよい。追加費用は60万～70万円だ。坪単価が60万～70万円の家なら1坪減らせばよい。この発想の転換が必要だ」

地方では住宅の断熱化に熱心な地域もあります。

「山形県には健康省エネ住宅制度がある。12年前に東北芸術工科大学が断熱性能の高い山形エコハウスを作ったこともあり、健康を重視した住宅に補助金を出す制度を作った。ただ支援件数が限られ、年度初めに受付枠がいっぱいになってしまう」

「進んでいるのは鳥取県だ。欧米並みの断熱基準を独自につくり、断熱化を促している。国が新設した断熱等級5、6、7は鳥取県の基準も参考にした。支援制度は通年で受け付けている。住民の健康確保に役立てるとともに、住みやすい家をアピールして移住促進に活用している」

「断熱住宅をストックしていくことで街も住みやすくなる。住宅の断熱化が進み、地域のエネルギー消費が減れば、エネルギーを移入に頼る割合が減り、再生可能エネルギーを使って循環型の地域づくりをしやすくなる。これはお金が地域から出ていくのを抑え、地域の持続可能性を高めることができる。鳥取県はこれに気づいた」

「長野県も健康と産業振興の両面で持続可能性を高めるため、CO2排出量を60%削減する目標を掲げた。市町村では岩手県紫波町、北海道ニセコ町などが循環型地域づくりに役立つと断熱化に力を入れ始めた。都市部でも横浜市は鳥取県と同じ制度の導入を検討している。東京都も支援に積極的だ」

――日本の住宅の断熱状況は。

「日本の住宅は新築が年間100万戸で、新築戸建てで断熱性能のある住宅は85%くらいまでじわじわと上がってきている。一方、既存住宅は6000万戸ある。1割強は空き家だが、残りの多くは断熱性能が乏しい寒い家のままになっている」

「日本で断熱住宅が進んでこなかったのは、温暖化への関心が薄かったこともある。米国ほど住宅はエネルギーを消費していないので、国や建築業界には断熱してエネルギーを減らす発想が乏しかった。時代は変わり、温暖化に対して断熱が有効だと意識を変えなければいけない」

――今回の政府の法改正をどうみますか。

「国の断熱性能の基準である等級4を義務化する。大きいのは、今まで建てたアパートなどがすべて既存不適格になることだ。古いアパートで断熱改修が進むだろう。マンションもペアガラスになっていないものがたくさんある。断熱にすれば価格が上がるが、今のマンション価格の高騰からみればごく一部だ。アパートやマンションの改修が進めば、最低ラインがそろい、全体の底上げになる」

「ただ断熱等級4の義務化は最初の一歩だ。2050年にカーボンゼロを達成するには今回の基準では足りない。等級4の住宅でエネルギーをゼロにするには、10㌔㍗の太陽光発電を備える必要があり、それには200万円ほどかかってしまう。断熱性能が欧米並みの等級6の住宅なら5㌔㍗の太陽光発電で脱炭素を達成できる」

「政府は次の段階として等級5を義務化するとしているが、等級6にすべきだ。エネルギー基本計画では、2030年までに住宅のエネルギーを66%減らさなければならない。今の30%のエネルギーで何とか暮らせるようにするということだ。等級4を等級6にすれば、住宅で消費するエネルギーはほぼ半分になる」

――さらに断熱を進めるには制度面で何が必要ですか。

「まず住宅の性能表示をきちんとしていくことだ。リモートワークの定着で家にいる時間が増え、住宅への関心も高まっている。最近は住宅系のユーチューバーが増え、断熱の必要性は浸透し始めた。新築を建てようとする世代の人たちは断熱性能への関心が高い」

「マンション価格の高騰で、既存住宅をリノベーションする若い世代も増えている。リノベーションでもローンを組みやすくするなどの手当が必要だ。個人の財産に補助金を出すことを問題視する向きもあるが、喫緊の課題であるエネルギー価格の高騰を考えれば、断熱改修に手当てをすることで国全体のエネルギー消費を減らしていくという便益もある。考え方の転換が必要だ」

（編集委員 斉藤徹弥）




